
 

≪必ず提出する書類≫ 

 ①保育所入所申請書 

 ②支給認定申請書 

 

≪必要に応じて提出する書類≫ 

書類が必要になる場合 必要書類 

①就労している場合 

雇用主がある場合 

（会社員・公務員・パート等） 
就労証明書 

自営業の場合 

（自営手伝いを含む） 

就労証明書 

と 

就労状況申告書 

②妊娠・出産前後の場合 

（産前２か月、産後３か月以内） 
母子手帳の写し 

③保護者に疾病・障がい等があり、就労・育児等が 

困難な場合 

診断書 

又は 

医師の意見書 

④災害復旧中である場合 り災証明書 

⑤求職活動中の場合 

就職が内定している場合 就労証明書 

就職先が未定の場合 
誓約書兼求職活動

報告書 

⑥就学中の場合 在学証明書 

※利用申込後に状況が異なった場合には、再度現在の状況を証明する書類を提出してください。 

※提出された書類はお返しできません。 

提出先：泉崎村こども支援課 

    泉崎保育所 

    のいずれかに提出してください 

保育所入所申込関係書類 



 

保育料について 

 保育所保育料は、国で定める基準を限度として市町村が定めることとなっています。保育料の算

定は、市町村民税所得割課税額により決定されます。また、保育料は９月で切り替えが行われます。 

【保育料切り替え時期】 

 

 

 

 

 

階層区分 階層基準 
３歳児未満 ３歳児以上 

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

第１階層 生活保護 ０円 ０円 ０円 ０円 

第２階層 非課税 ０円 ０円 ０円 ０円 

第３階層 村民税均等割のみ １０，０００円 ９，８００円 ６，０００円 ５，８００円 

第４階層 
村民税所得割課税額 

４８，６００円未満 
１１，５００円 １１，３００円 ７，５００円 ７，３００円 

第５階層 
村民税所得割課税額 

６３，０００円未満 
１７，０００円 １６，７００円 １３，０００円 １２，７００円 

第６階層 
村民税所得割課税額 

９７，０００円未満 
２１，５００円 ２１，１００円 １６，５００円 １６，２００円 

第７階層 
村民税所得割課税額 

１６９，０００円未満 
３０，０００円 ２９，４００円 ２３，０００円 ２２，６００円 

第８階層 
村民税所得割課税額 

３０１，０００円未満 
３４，５００円 ３３，９００円 ２４，０００円 ２３，５００円 

第９階層 
村民税所得割課税額 

３９７，０００円未満 
３５，０００円 ３４，４００円 ２４，０００円 ２３，５００円 

第１０階層 
村民税所得割課税額 

３９７，０００円以上 
３６，０００円 ３５，３００円 ２５，０００円 ２４，５００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保育標準時間（１１時間）と保育短時間（８時間）の２つに区分されます。 

・入所児童と生計を同一にしている父母の村民税額（村民税所得割額）を基に階層区分を認定します。 

・村民税所得割額の算定では、住宅借入金特別控除額、寄付金税額控除額、配当、外国税額控除などの適用

はありません。 

・令和９年４月１日現在の年齢により決定します。年度途中で誕生日を迎えても、その年の年齢区分は変わ

りません。 

・要保護世帯（母子・父子・障がい）で所得割額が（77,001円）未満の世帯は、軽減措置があります。 

 詳細は、担当までお問い合わせください。 

４月～８月分の保育料 前年度市町村民税所得割課税額により決定 

９月～３月分の保育料 当年度市町村民税所得割課税額により決定 


